登録免許税非課税証明
（社会福祉法人・認定こども園用）
※保育所及び学校法人立の認定こども園は根拠が異なるので、様式の一部が異なります。
○　以下の資料を送付して申請してください。
　・　証明願
　・　登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第４号に掲げる登記に関する証明願
　　　※所在、地番又は家屋番号、地目又は建物の種類・構造、地積又は床面積については、
　　　　必ず登記簿謄本の記載に合致させてください。
　・　添付資料（以下の添付資料一覧を参照）

●　添付書類一覧（代表的な資料）
土地
　□　理事会議事録
　　　（認定こども園の用に供する土地として、取得などを行うことを議決しているもの）
　□　登記簿謄本（登記事項証明書）
　□　公図（地図に準ずる図面）
　□　契約書（贈与、売買、賃貸借、無償貸借など）
建物
　□　理事会議事録
（認定こども園の用に供する建物として新築もしくは売買などを行うことを議決しているもの）
　□　登記簿謄本（登記事項証明書）（表示登記）
　□　配置図、平面図（設計図面）
　□　建築検査済証
　□　契約書　※既存建物の贈与や売買の場合のみ必要
○　提出先　　

　　住　所：〒３３０－９３０１埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１

　　　　　　埼玉県福祉部こども支援課　保育政策担当
　　Email ：a3330-01＠pref.saitama.lg.jp
〇　問合せ先

　　電　話：０４８－８３０－３３２８
令和　　年　　月　　日

　（あて先）

　埼玉県知事
申請者　所在地
法人名
代表者　　　　　　　　　　　　　
登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第４号に掲げる登記に関する証明願
　登録免許税法第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置を受けるため、下記の不動産に関する登記が同法別表第３の１０の項の第３欄の第４号に該当することについて、同法施行規則第３条第４号の規定により証明くださるよう申請します。
記
	証
明
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け
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う
と
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る
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動
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	地番又は
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	地目又は建物の
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	地積又は床面積
	具体的用途

	
	
	
	
	
	


　上記不動産に関する登記は、登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第４号に該当することを証明します。
令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　埼玉県知事

証　　　明　　　願
令和　　年　　月　　日
　（あて先）　

　埼玉県知事
法　人　名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　
施　設　名
下記のとおり証明願います。
記
１　証明事項
２　証明書の使用目的
《　記　入　例　》

令和元年　５月　１日　
（あて先）　埼玉県知事
申請者　所在地　さいたま市浦和区高砂３丁目１５番１号
法人名　社会福祉法人　埼玉会
代表者　理事長　浦和　太郎　　
登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第４号に掲げる登記に関する証明願
　登録免許税法第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置を受けるため、下記の不動産に関する登記が同法別表第３の１０の項の第３欄の第４号に該当することについて、同法施行規則第３条第４号の規定により証明くださるよう申請します。
記
	証
明
を
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け
よ
う
と
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	さいたま市浦和区
高砂３丁目８９５番地１
※登記簿と完全に一致させてください。

	８９５番
※左同

	認定こども園
木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建
※土地の場合は地目を、建物場合は種類と構造を登記簿と完全に一致させてください。

	２３４．５６㎡
※土地の場合は地積を、建物場合は床面積を登記簿と完全に一致させてください。

	幼保連携型認定こども園園舎
※認定こども園の用に供することが明確になるように記入してください。


　上記不動産に関する登記は、登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第４号に該当することを証明します。
令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　埼玉県知事

《　記　入　例　》

証　　　明　　　願
令和元年　５月　１日
　（あて先）

　　　　　　埼玉県知事
法　人　名　社会福祉法人　埼玉会
代表者氏名　理事長　浦和　太郎　　
施　設　名　高砂こども園
下記のとおり証明願います。
記
１　証明事項
登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第４号に関する事項
２　証明書の使用目的
認定こども園園舎の所有権保存登記
　　　※　例）土地購入の場合「認定こども園敷地の所有権移転登記」など
